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現行税制はシャウプ勧告以来の累次の改正の中で、複雑かつ不透明となり、国民の税制に対

する不信感・不公平感が高まっている。これを払拭し、時代の変化に適応し、かつ国民が信頼

できる税制を構築するためには、「納税者視点、」を明確にし、納税者の立場に立って「公平・透

明・納得」の原則の下、税制全般を見直さなければならない。

こうした基本的な考え方の下、厳しい財政状況を踏まえつつ、支え合う社会の実現に必要な

財源を確保し、我が国の構造変化に適応した税制を構築していく観点、から、以下の事項をはじ

めとして、国税・地方税を一体とした毎年度の税制改正及び税制全般の将来ビジョンについて

の調査審議を求める。� 

(2) 税と社会保障制度の適正な運営のための番号制度やその執行体制など、納税者の立場に立

っとともに適正な課税を推進するための納税環境整備を検討すること。




